
モデル契約条項の普及に向けた協議会の立ち上げ支援（熊本市居住支援協議会）

モデル契約条項の普及及び活用による成約には至っておらず、その要因として賃貸人
や管理会社等における事業スキームが整っていないため、実務上の課題及び、受任者
の不安を取り除く必要がある。

課題

不動産事業者と居住支援法人が連携してモデル契約条項を活用するにあたっての受任
スキームの検討や資料検討を目的とした協議会を設置し、モデル契約条項を活用した
際の受任者の課題を明らかにし、次年度以降の取組に向けた課題を整理する。

目的

①モデル契約条項普及協議会の設置
②死後事務委任契約の課題調査（管理会社・居住支援法人向け）
③モデル契約条項と組み合わせて効果を発揮する受任スキームの検討

取組内容

・モデル契約条項をもとにした委任契約書の作成
・孤独死に伴う大家の人的負担調査
・死後事務委任契約に係る受任候補者調査
・受任者に対する人的・経済的負担を軽減する保険商品開発に向けたヒアリング調査

成果

・モデル契約条項普及協議会の立ち上げ ・高齢者等の居室内での死亡事故に対する
賃貸人の人的・経済的不安解消に関する調査


